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令和４年度天理市下水道事業会計予算



（１） 22,070 戸

（２） 7,421,813 ㎥

（３） 318,002 千円

2,754,047 千円

1,239,257 千円

1,514,789 千円

1 千円

2,312,242 千円

2,054,671 千円

256,421 千円

150 千円

1,000 千円

507,173 千円

169,800 千円

1,222 千円

295,254 千円

897 千円

40,000 千円

下 水 道 事 業 資 本 的 収 入

第 ４ 項 予 備 費

第 １ 項 企 業 債

営 業 費 用

及び地方消費税資本的収支調整額25,578千円で補塡するものとする。）。

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 ３ 項

第 ２ 項 負 担 金

第 ３ 項

第 ５ 項 そ の 他 資 本 的 収 入

第 ４ 項 長 期 貸 付 金 回 収 金

補 助 金

第 １ 項

対し不足する額1,243,870千円は、過年度分損益勘定留保資金1,218,292千円、当年度分消費税

収 入

第 １ 款

特 別 損 失

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

第 ２ 項 営 業 外 収 益

第 ３ 項 特 別 利 益

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益

第 １ 項 営 業 収 益

業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業 管渠整備事業等

（収益的収入及び支出）

議案第11号

令和４年度天理市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和４年度天理市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条
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1,751,043 千円

428,935 千円

10,000 千円

1,311,211 千円

897 千円

74,000 千円

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１） 収益的支出における各項間の流用

（２） 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（１） 150,237 千円

1,289,286千円である。

提 出

天 理 市 長 並 河 健

建 設 改 良 費第 １ 項

下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

支 出

一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

第 １ 款

（債務負担行為）

そ の 他 資 本 的 支 出

嘉幡雨水ポンプ場改築事業（第１期） 令和５年度

期　　間

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限  度  額事    項

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

令 和 ４ 年 ３ 月 １ 日

第９条

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

（他会計からの補助金）

第10条

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

下水道事業運営を助成するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第 ２ 項 長 期 貸 付 金

第 ３ 項 企 業 債 償 還 金

第５条

（一時借入金）

第 ４ 項

第７条

（企業債）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

公共下水道事業 98,800

流域下水道事業 71,000

計 169,800

証書借入 5.0％以内
借入先の融資条件による。ただし企業
財政その他の都合により繰上償還又は
低利に借り換えることができる。
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予 算 に 関 す る 説 明 書



うち、仮受消費税及び地方消費税
109,237千円

収 益
１ 営 業 収 益 1,239,257

１ 下 水 道 使 用 料 1,201,341 下水道使用料

２ 他 会 計 負 担 金 36,365 一般会計からの負担金

３
県補助金（流域下水道
負荷軽減等促進事業） 1,450 維持管理費用に対する補助金

４ そ の 他 営 業 収 益 101 手数料等

２ 営業外収益 1,514,789

１ 受 取 利 息 10 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 1,097,862 一般会計からの補助金

３
県補助金（農業集落
排 水 事 業 助 成 金 ） 194

４ 長 期 前 受 金 戻 入 416,227
固定資産の取得に伴う補助金等の
償却相当額

５ 雑 収 益 496 行政財産使用料等

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

うち、仮払消費税及び地方消費税
61,315千円、納税額29,918千円

費 用
１ 営 業 費 用 2,054,671

下水道管及び付属設備の維持管理に
要する費用
農業集落排水処理施設の維持管理に
要する費用

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 10,633 雨水ポンプ場維持管理に要する費用

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 527,079 県汚水処理施設への排水処理負担金

５ 業 務 費 49,779
下水道使用料の徴収等の業務に
要する費用

６ 総 係 費 97,286 事業活動全般に関連する費用

７ 減 価 償 却 費 1,242,416 固定資産の償却費用

８ 資 産 減 耗 費 18,644 固定資産の除却費

令和４年度天理市下水道事業会計予算実施計画

 収益的収入及び支出

収 入

款 項 目

款

１ 下水道事業 2,754,047

１

支 出

項 予定額 （千円）

備 考予定額 （千円）

備 考目

2,312,242

支払利息へ充当する過年度受入済の
補助金

下水道事業

80,846

27,988

管 渠 費

農 業 集 落 排 水 施 設
維 持 費

１

２
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２ 営業外費用 256,421

１ 支 払 利 息 226,503 企業債及び一時借入金に対する利息

２ 消費税及び地方消費税 29,918

３ 特 別 損 失 150

１ 過年度損益修正損 150

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予定額 （千円） 備 考目項款
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うち、仮受消費税及び地方消費税
0円

資本的収入
１ 企 業 債 169,800

１ 企 業 債 169,800

２ 負 担 金 1,222

１ 受 益 者 負 担 金 1,222

３ 補 助 金 295,254

１ 他 会 計 補 助 金 191,424 一般会計からの補助金

２ 国 庫 補 助 金 98,830

３
県補助金（農業集落
排 水 事 業 助 成 金 ） 5,000

４ 長期貸付金 897

回 収 金
１ 長期貸付金回収金 897 水洗便所改造資金貸付金回収金

５ そ の 他 40,000

資本的収入
１ その他資本的収入 40,000

うち、仮払消費税及び地方消費税
36,163千円

資本的支出
１ 建設改良費 428,935

１ 公共下水道整備費 25,520 下水道管整備工事費等

２
公 共 下 水 道
長 寿 命 化 整 備 費 165,442 下水道管整備工事費等

３
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 整 備 費 3,300 下水道管整備工事費等

４
農 業 集 落 排 水 施 設
整 備 費 660 下水道管整備工事費等

５
雨 水 ポ ン プ 場
整 備 費 123,080 雨水ポンプ場整備工事費等

６
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 71,044 県汚水処理施設建設負担金

７ 職 員 給 与 費 31,392

８ 固 定 資 産 購 入 費 8,497

２ 長期貸付金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000 水洗便所改造資金貸付金

３ 企 業 債 1,311,211

償 還 金
１ 企 業 債 償 還 金 1,311,211 既借入金の元金償還

４ そ の 他 897

資本的支出
１ その他資本的支出 897

貸付金回収金を水洗便所改造資金
貸付基金へ戻入

償還元金へ充当する過年度受入済の
補助金

 資本的収入及び支出

収 入

１ 下水道事業 1,751,043

１ 下水道事業

項

支 出

款

備 考目

備 考

款 項

507,173

水洗便所改造資金貸付基金からの
貸付金の原資受入等

目 予定額 （千円）

予定額 （千円）
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 416,227

減価償却費 1,242,416

賞与引当金の増減額（△は減少） △331

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △62

長期前受金戻入額 △416,227

受取利息 △10

支払利息 226,503

固定資産除却費 18,644

未収金の増減額（△は増加） 18,984

未払金の増減額（△は減少） 7,808

預り金の増減額（△は減少） △ 5,194

小計 1,508,790

利息の受取額 10

利息の支払額 △226,503

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,282,297

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △326,508

無形固定資産の取得による支出 △64,586

長期貸付金による支出 △10,000

基金へ長期貸付回収金の支出 △897

補助金、負担金等による収入 105,920

長期貸付金の回収による収入 897

基金から長期貸付金原資受入による収入 10,000

基金の取崩による収入 30,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △255,174

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 169,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,311,211

他会計からの出資による収入 179,998

財務活動によるキャッシュ・フロー △961,413

資金増加額 65,710

資金期首残高 1,315,388

資金期末残高 1,381,098

令和４年度天理市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

(令和４年４月1日から令和５年３月31日まで)
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法 定

報酬 給料 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )
16

( 2 )
15

( 0 )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書きするものである。

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 4,036 666 1,749 9,655 10,924

前年度 3,853 1,326 1,614 9,960 10,707

比   較 183 △ 660 135 △ 305 217

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円）

本年度 48 3,050

前年度 40 3,400

比   較 8 △ 350

150 480

150 540

0 △ 60

区   分
緊急手当 児童手当 退職手当

（千円） （千円）

3,120 1,410 16,019

689 594 2

勤勉手当

（千円） （千円） （千円）

3,809 2,004 16,021

635 3,862
1

手当の

内　 訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当

比　　 　較 0 0 2,774 453 3,227

150,237

前　年　度 0 3,664 61,362 52,139 117,165 29,210 146,375

（千円）

本　年　度 0 3,664 64,136 52,592 120,392 29,845

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人）
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ア　会計年度任用職員以外の職員

法 定

報酬 給料 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 0 )
14

( 0 )
14

( 0 )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きするものである。

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 3,873 666 1,639 9,560 10,924

前年度 3,751 1,326 1,459 9,901 10,707

比   較 122 △ 660 180 △ 341 217

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円）

本年度 48 2,625

前年度 40 3,319

比   較 8 △ 694

150 480

150 540

0 △ 60

区   分
緊急手当 児童手当 退職手当

（千円） （千円）

3,120 1,410 14,705

689 594 △ 490

勤勉手当

（千円） （千円） （千円）

3,809 2,004 14,215

△ 95 217
0

手当の

内　 訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当

比　　 　較 0 0 747 △ 435 312

135,719

前　年　度 0 96 57,980 50,428 108,504 26,998 135,502

（千円）

本　年　度 0 96 58,727 49,993 108,816 26,903

内訳

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人）
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イ　会計年度任用職員

法 定

報酬 給料 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )
2

( 2 )
1

( 0 )

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きするものである。

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 163 0 110 95 0

前年度 102 0 155 59 0

比   較 61 0 △ 45 36 0

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円）

本年度 0 425

前年度 0 81

比   較 0 344

0 0

0 0

0 0

区   分
緊急手当 児童手当 退職手当

（千円） （千円）

0 0 1,314

0 0 492

勤勉手当

（千円） （千円） （千円）

0 0 1,806

730 3,645
1

手当の

内　 訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当

比　　 　較 0 0 2,027 888 2,915

14,518

前　年　度 0 3,568 3,382 1,711 8,661 2,212 10,873

（千円）

本　年　度 0 3,568 5,409 2,599 11,576 2,942

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人）
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14 人 1 人 15 人

13 人 2 人 15 人

1 人 △ 1 人 0 人

新陳代謝等に

係 る 増 減 分

△ 1 人

1 人

△ 1 人

1 人

△ 6 人

6 人

1,442

大 学 卒 182,200 182,200

（２） 初任給

区　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職　　（円） 一般会計の制度　　行政職（円）

高 校 卒 150,600 150,600

令 和 ２ 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 334,462

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 444,490

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 43.5

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

令 和 ３ 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 334,921

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 442,144

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 45.0

勤勉手当　△989

そ の 他 の 増 減 分

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

 本年度新規採用者数

 本年度水道事業会計への異動者数

 本年度水道事業会計からの異動者数

手 当 453
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 989

前年度

増 減

採用、退職の状況等

 前年度退職者数（うち再任用職員１名）

 本年度市長部局からの出向者数

 本年度市長部局への出向者数

平均昇給率　　1.98％

そ の 他 の 増 減 分 2,170

職員数の異動状況

現 に 在 職
そ の他 計

する職員数

本年度

給 料 2,774

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

昇 給 に 伴 う 増 加 分 604

２　給料及び手当の増減額の明細（一般職）

区 分
増減額

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）
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( 0 ) ( － )
2 14.3

( 0 ) ( － )
0 0.0

( 0 ) ( － )
3 21.3

( 0 ) ( － )
4 28.7

( 0 ) ( － )
2 14.3

( 0 ) ( － )
2 14.3

( 0 ) ( － )
1 7.1

( 0 ) ( － )
0 0.0

( 0 ) ( － )
14 100.0

( 0 ) ( 0.0 )
1 7.7

( 0 ) ( 0.0 )
0 0.0

( 1 ) ( 100.0 )
4 30.7

( 0 ) ( 0.0 )
3 23.1

( 0 ) ( 0.0 )
3 23.1

( 0 ) ( 0.0 )
1 7.7

( 0 ) ( 0.0 )
1 7.7

( 0 ) ( 0.0 )
0 0.0

( 1 ) ( 100.0 )
13 100.0

２ 級 ３ 級 ５ 級 ８ 級

（Ａ） （人） 14

（Ｂ） （人） 9

２号給 （人）

４号給 （人） 9

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 64

（Ａ） （人） 14

（Ｂ） （人） 10

２号給 （人）

４号給 （人） 10

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 71

本
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

前
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

課   長
主   幹

局次長 局   長

（４） 昇給

区 分 企　　　　業　　　　職

企         業         職 主　事 主任主事 主　査
係   長
主   任

主任主査
課長補佐

 （級別の標準的な職務内容）

区                     分 １ 級 ４ 級 ６ 級 ７ 級

令和２年12月１日現在

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

８ 級

計

令和３年12月１日現在

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

８ 級

計

（３） 級別職員数

区 分
企 業 職

級 職　員　数　（人） 構　成　比　（％）
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地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

（８） その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一般会計

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置の 制 度

（２％～45％加算）
（支給率等）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 一般会計の制度と同じ

その他の加算措置等 備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

（７） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

有
一 般 会 計 (1.125) （1.125） (2.25)

の 制 度 2.15 2.15 4.30

前 年 度 有
(1.175) （1.175） (2.35)

2.225 2.225 4.45

（月分） の級等による加算措置

本 年 度 有
(1.125) （1.125） (2.25)

2.15 2.15 4.30

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 緊　急　手　当

（６） 期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 職 制 上 の 段 階 、 職 務
備 考

６ 月 （月分） 12 月 （月分）

支給対象職員の比率（令和３年12 月１日現在） （％） 50.00

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 2,500

（５） 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.25
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損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

嘉 幡 雨 水
ポ ン プ 場
改 築 事 業
（ 第 １ 期 ）

令和５年度

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生見込額 支払義務発生予定額

期 間 金 額

千円 千円

74,000 ― ― 74,000 37,000 ―

補助金

37,000

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 企業債

- 13 -



(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

137,329

218,231
△ 69,392 148,839

44,281,700
△ 13,881,987 30,399,713

1,480,298
△ 854,439 625,859

6,348
△ 5,769 579

31,932
△ 15,774 16,158

91,593

31,420,070

176

260

1,619,955

1,620,391

19,563

437

20,000

33,060,461

1,381,098

127,244

△ 3,993 123,251

1,504,349

34,564,810

建 物
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

令和４年度天理市下水道事業予定貸借対照表
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

長 期 貸 付 金

基 金

無形固定資産合計

投 資

イ

ロ

(3)

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産

(1)

(2)

２

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

(1)

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

(2) 無 形 固 定 資 産

地 上 権

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計
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３

8,868,103

8,868,103

30,433

30,433

8,898,536

４

1,246,876

1,246,876

64,258

10,450

10,450

46,300

46,300

1,367,884

５

14,270,930

△ 3,700,061

10,570,869

20,837,289

６

3,113,682

3,143,657

6,404,485

12,661,824

12,661,824

７

1,381

167,433

18,025

186,839

878,858

878,858

1,065,697

13,727,521

34,564,810

(1)

引 当 金 合 計

そ の他流動負債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

(2)

ハ 組 入 資 本 金

(1)

(2)

(1)

(2)

(3)

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

資     本     の     部

資 本 金

預 り 金イ

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

(1)

資 本 金

イ

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

イ

(4)

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

(2)
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負     債     の     部

イ

イ

イ

イ

ロ

ハ

利 益 剰 余 金 合 計

固 有 資 本 金

ロ 出 資 金

剰 余 金 合 計

イ

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

(1)
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

1,155,312

39,834

1,709

101 1,196,956

２

82,018

25,187

12,758

537,763

42,243

95,862

1,239,396

17,179 2,052,406

855,450

３

10

1,120,314

2,366

415,204

570 1,538,464

４

260,481

7,239 267,720 1,270,744

415,294

５

1 1

６

91 91 △ 90

415,204

47,427

462,631

(1)

(2)

管 渠 費

農業集落排水施設維持費

雨 水 ポ ン プ 場 費

(7)

業 務 費

流域下水道維持管理負担金

(3)

(4)

(8)

(1)

減 価 償 却 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息

(5)

(6)

営 業 損 失

長 期 前 受 金 戻 入(4)

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

(5)

(1)

県 補 助 金

(2)

営 業 外 収 益

(1)

(1)

(2)

(3)

他 会 計 補 助 金

令和３年度天理市下水道事業予定損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営 業 費 用

(1)

(4)

他 会 計 負 担 金

県 補 助 金

(2)

(3)

当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 営 業 収 益

過 年 度 損 益 修 正 損
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(消費税及び地方消費税抜き)

（単位：千円）

137,329

190,958
△ 63,687 127,271

44,109,168
△ 12,795,113 31,314,055

1,375,880
△ 792,797 583,083

6,348
△ 5,543 805

24,207
△ 12,311 11,896

91,619

32,266,058

176

260

1,639,875

1,640,311

10,460

39,540

50,000

33,956,369

1,315,388

146,255

△ 4,055 142,200

1,457,588

35,413,957

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

長 期 貸 付 金

基 金

投 資 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

イ

ロ

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投 資

イ

ロ

ハ

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

ト

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

令和３年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ４ 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

１

イ

２

貸 倒 引 当 金

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

建 物
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
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３

9,945,179

9,945,179

30,401

30,401

9,975,580

４

1,311,211

1,311,211

52,392

10,781

10,781

51,494

51,494

1,425,878

５

14,165,037

△ 3,283,834

10,881,203

22,282,661

６

3,113,682

2,963,659

6,404,485

12,481,826

12,481,826

７

1,381

167,433

18,025

186,839

462,631

462,631

649,470

13,131,296

35,413,957

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

(1)

(2)

(3)

(1)

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

イ

未 払 金

負     債     の     部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

(1)

(2)

イ

賞 与 引 当 金

資     本     の     部

資 本 金

(1)

イ

イ

イ

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

(4)

ロ 出 資 金

イ 固 有 資 本 金

繰 延 収 益

ロ

ハ 県 補 助 金

国 庫 補 助 金

イ

(2)

資 本 剰 余 金

イ

資 本 金 合 計

ハ

流 動 負 債

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の他流動負債

預 り 金

その他流動負債合計

引 当 金

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金

(2)

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(1)

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
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１ 下 水 道 事 業 2,754,047

収 益
１ 営 業 収 益 1,239,257

１ 下 水 道 使 用 料 1,201,341

1 下 水 道 使 用 料 1,201,341

２ 他 会 計 負 担 金 36,365

1 他 会 計 負 担 金 36,365

３ 1,450

1
県補助金（流域下水道
負荷軽減等促進事業） 1,450

４ そ の 他 営 業 収 益 101

1 手 数 料 100

2 雑 収 益 1

２ 営 業 外 収 益 1,514,789

１ 受 取 利 息 10

1 預 金 利 息 10

２ 他 会 計 補 助 金 1,097,862

1 他 会 計 補 助 金 1,097,862

３ 194

1
県 補 助 金 （ 農 業 集 落
排 水 事 業 助 成 金 ） 194

４ 長 期 前 受 金 戻 入 416,227

1 長 期 前 受 金 戻 入 416,227

５ 雑 収 益 496

1 雑 収 益 496

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1

令和４年度天理市下水道事業会計予算説明書

節

 収益的収入及び支出

金  額 （千円）

収 入

県 補 助 金
（流域下水道負荷
軽減等促進事業）

県 補 助 金
（ 農 業 集 落 排 水
事 業 助 成 金 ）

項 目款
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１ 下 水 道 事 業 2,312,242

費 用
１ 営 業 費 用 2,054,671

１ 管 渠 費 80,846

1 給 料 14,948

2 手 当 11,627

3 賞与引当金繰入額 2,579

4 報 酬 1,784

5 法 定 福 利 費 6,869

6 旅 費 24

7 被 服 費 173

8 備 消 耗 品 費 682

9 燃 料 費 190

10 通 信 運 搬 費 80

11 委 託 料 18,048

12 賃 借 料 816

13 修 繕 費 19,775

14 動 力 費 2,561

15 材 料 費 500

16 雑 費 190

２ 農業集落排水施設 27,988

維 持 費
1 備 消 耗 品 費 10

2 燃 料 費 71

3 光 熱 水 費 102

4 通 信 運 搬 費 10

5 委 託 料 16,651

6 修 繕 費 5,474

7 動 力 費 4,026

8 薬 品 費 302

9 材 料 費 1,288

金  額 （千円）

支 出

款 項 節目
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10 保 険 料 44

11 雑 費 10

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 10,633

1 備 消 耗 品 費 10

2 光 熱 水 費 147

3 通 信 運 搬 費 130

4 委 託 料 6,003

5 修 繕 費 3,250

6 動 力 費 1,047

7 保 険 料 46

４ 流 域 下 水 道 527,079

維 持 管 理 負 担 金
1 負 担 金 527,079

５ 業 務 費 49,779

1 印 刷 製 本 費 222

2 通 信 運 搬 費 2,686

3 委 託 料 46,333

4 貸倒引当金繰入額 538

６ 総 係 費 97,286

1 給 料 36,087

2 手 当 19,540

3 賞与引当金繰入額 5,491

4 報 酬 1,880

5 法 定 福 利 費 14,990

6 旅 費 301

7 退 職 給 付 費 3,050

8 被 服 費 283

9 備 消 耗 品 費 1,000

10 燃 料 費 25

11 光 熱 水 費 645

12 印 刷 製 本 費 707

節 金  額 （千円）款 目項
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13 通 信 運 搬 費 298

14 委 託 料 6,397

15 賃 借 料 414

16 修 繕 費 906

17 食 糧 費 9

18 厚 生 費 247

19 負 担 金 483

20 庁舎管理等負担金 3,650

21 保 険 料 536

22 雑 費 347

７ 減 価 償 却 費 1,242,416

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,157,910

2
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

84,506

８ 資 産 減 耗 費 18,644

1 固 定 資 産 除 却 費 18,644

２ 営 業 外 費 用 256,421

１ 支 払 利 息 226,503

1 企 業 債 利 息 226,303

2 一 時 借 入 金 利 息 200

２ 消 費 税 及 び 29,918

地 方 消 費 税
1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

29,918

３ 特 別 損 失 150

１ 過年度損益修正損 150

1 過年度損益修正損 150

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

金  額 （千円）節項款 目
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１ 下 水 道 事 業 507,173

資 本 的 収 入
１ 企 業 債 169,800

１ 企 業 債 169,800

1 公共下水道事業債 98,800

2 流域下水道事業債 71,000

２ 負 担 金 1,222

１ 受 益 者 負 担 金 1,222

1 受 益 者 負 担 金 1,222

３ 補 助 金 295,254

１ 他 会 計 補 助 金 191,424

1 他 会 計 補 助 金 191,424

２ 国 庫 補 助 金 98,830

1 国 庫 補 助 金 98,830

３ 5,000

1
県 補 助 金 （ 農 業 集 落
排 水 事 業 助 成 金 ） 5,000

４ 長 期 貸 付 金 897

回 収 金
１ 長期貸付金回収金 897

1
水洗便所改造資金
貸 付 金 回 収 金

897

５ そ の 他 40,000

資 本 的 収 入
１ その他資本的収入 40,000

1 その他資本的収入 40,000

目

収 入

節

 資本的収入及び支出

金  額 （千円）

県 補 助 金
（ 農 業 集 落 排 水
事 業 助 成 金 ）

款 項
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１ 下 水 道 事 業 1,751,043

資 本 的 支 出
１ 建 設 改 良 費 428,935

１ 公共下水道整備費 25,520

1 管 渠 整 備 費 9,020

2 桝 設 置 費 16,500

２ 公 共 下 水 道 165,442

長 寿 命 化 整 備 費
1 管 渠 整 備 費 139,527

2 調 査 設 計 委 託 料 25,915

３ 特 定 環 境 保 全 3,300

公共下水道整備費
1 桝 設 置 費 3,300

４ 農業集落排水施設 660

整 備 費
1 桝 設 置 費 660

５ 雨 水 ポ ン プ 場 123,080

整 備 費
1 施 設 整 備 費 120,000

2 調 査 設 計 委 託 料 3,080

６ 流 域 下 水 道 71,044

建 設 負 担 金
1

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

71,044

７ 職 員 給 与 費 31,392

1 給 料 13,101

2 手 当 12,317

3 法 定 福 利 費 5,974

８ 固 定 資 産 購 入 費 8,497

1
工 具 、 器 具
及 び 備 品 費

8,497

２ 長 期 貸 付 金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000

1
水洗便所改造資金
貸 付 金

10,000

３ 企業債償還金 1,311,211

１ 企 業 債 償 還 金 1,311,211

1 企 業 債 償 還 金 1,311,211

款 金  額 （千円）節項 目

支 出
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４ そ の 他 897

資 本 的 支 出
１ その他資本的支出 897

1 その他資本的支出 897

款 項 目 節 金  額 （千円）
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注記

Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 50年

構築物 50年

機械及び装置 10年～20年

車両及び運搬具 ５年

工具、器具及び備品 ５年～15年

無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 50年

２ 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ． 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。

職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

償還予定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,677,386千円

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

である。
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２ 引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

退職給付引当金3,018千円を使用する。

賞与引当金の取崩し

貸倒引当金の取崩し

引当金600千円を使用する。

（３）

令和４年６月に、令和３年12月分から令和４年３月分の期末手当及び勤勉手当を

（２）

支給することとなったため、賞与引当金10,781千円を使用する。

令和４年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒

（１）

令和４年度において、退職手当として3,018千円を支給することとなったため、
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